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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第130期

中間連結会計期間
第131期

中間連結会計期間
第130期

会計期間
自 2025年４月１日
至 2025年９月30日

自 2026年４月１日
至 2026年９月30日

自 2025年４月１日
至 2026年３月31日

売上高 (百万円) 78,942 75,784 160,109

経常利益 (百万円) 744 1,914 4,790

親会社株主に帰属する
中間(当期)純利益又は
親会社株主に帰属する
中間純損失(△)

(百万円) △788 138 1,843

中間包括利益又は包括利益 (百万円) △3,677 1,856 2,091

純資産額 (百万円) 52,273 57,044 57,608

総資産額 (百万円) 125,103 127,021 128,847

１株当たり中間(当期)純利益又は
１株当たり中間純損失(△)

(円) △2.90 0.51 6.79

潜在株式調整後１株当たり
中間(当期)純利益

(円) － 0.26 3.41

自己資本比率 (％) 36.7 40.8 39.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 820 3,811 4,808

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △2,044 △3,568 △2,415

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,040 △925 △925

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高

(百万円) 17,228 18,229 18,093
 

(注)１　当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２　第130期中間連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式は存在するものの１

株当たり中間純損失であるため、記載しておりません。

 
２ 【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な変更は

ありません。

また、主要な関係会社の異動は、以下のとおりであります。

 
(中国)

当中間連結会計期間において、広州曙光制動器有限公司の持分の一部譲渡及び同社による第三者割当増資によ

り、同社を連結の範囲から除外し、持分法適用の範囲に含めております。

 

EDINET提出書類

曙ブレーキ工業株式会社(E02161)

半期報告書

 2/34



第２ 【事業の状況】

 
１ 【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、当半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、経営者が

連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識している以

下の主要なリスクが発生しております。

なお、文中の将来に関する事項は、当半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものであります。

 
財務上の特約に関するリスク

当社が締結している財務上の特約が付された金銭消費貸借契約について、2026年９月30日に終了する関連対象期間

のデットサービスカバー比率が基準値を下回り、財務上の特約に定める事由が発生したことを確認いたしました。

当社は、2026年９月30日に終了する関連対象期間の当該比率が上記基準値を下回ることを見込んでいたことから、

借入先金融機関と協議を行い、当該比率の確定に先立つ2026年11月６日付で、当該借入先金融機関から、当該関連対

象期間に関して、当該財務上の特約に定める事由の発生に伴う債務不履行事由又は期限の利益喪失事由についての権

利放棄の合意を受けております。

また、2026年12月31日に終了する関連対象期間についても、当該比率が上記基準値を下回ることが見込まれるた

め、同様の権利放棄の合意を受けております。

本件は、米国１工場化後の供給責任を果たすための在庫積増しに伴う棚卸資産の増加及び中小受託取引適正化法の

施行に伴う手形廃止への対応による一時的な運転資本の増加を主な要因とするものであります。また、上記の権利放

棄の合意及び当社グループの資金繰りの状況等を踏まえ、現時点において、本件が当社グループの事業継続及び資金

繰りに重大な影響を及ぼすものではないと判断しております。

ただし、今後、財務上の特約に定める基準を満たすことができず、借入先金融機関から必要な権利放棄その他の同

意を得られない場合には、期限の利益を喪失する可能性があり、当社グループの資金繰り及び財政状態に影響を及ぼ

す可能性があります。

当社グループは、2027年３月31日以降に終了する関連対象期間についても、財務上の特約に定める基準を充足する

ために、今後、北米在庫の段階的な削減及び運転資本の正常化を進めてまいります。

 
なお、上記以外に、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。
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２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものでありますが、予測しえない経

済状況の変化等の様々な要因があるため、その結果について、当社が保証するものではありません。

 
(1) 経営成績の状況

当社グループを取り巻く事業環境は、世界的なインフレ圧力の継続や、為替相場の変動に加え、地政学的リスク

の高止まりなどを背景に、依然として先行き不透明な状況が続いております。

また、自動車業界においては、各市場における需要動向やサプライチェーンを取り巻く環境変化への対応が引き

続き求められております。当社グループは、こうした事業環境の変化を注視しながら、中期経営計画に基づき、外

部環境の変化に左右されにくい安定的な収益基盤の構築を目指し、事業基盤の再構築に取り組んでおります。

このような状況下、当中間連結会計期間(注)における当社グループの業績は、米国１工場化に伴う売上の減少な

どにより、売上高は758億円と対前年同期比32億円(△4.0％)の減収となりました。

利益面では、受注減少の影響があったものの、原材料価格やエネルギーコストの販売価格への転嫁、経費削減や

生産性向上などの合理化に加え、中期経営計画の主要施策である米国１工場化による北米事業の収益性改善によ

り、営業利益は26億円と対前年同期比３億円(＋13.8％)の増益となりました。経常利益は、為替差損が為替差益に

転じたことなどにより、19億円と対前年同期比12億円(＋157.4％)の増益となり、親会社株主に帰属する中間純利益

は、関係会社出資金売却益を計上したことにより１億円(前年同期は親会社株主に帰属する中間純損失８億円)とな

りました。

(単位：億円)

 前期 当期 増減 増減率

売上高 789 758 △32 △4.0％

営業利益 23 26 3 13.8％

経常利益 7 19 12 157.4％

税金等調整前中間純利益 1 22 20 －％

親会社株主に帰属する中間純利益 △8 1 9 －％
 

 

地域セグメントごとの業績は次のとおりです。

(単位：億円)

  前期 当期 増減 増減率
為替換算
影響

売上高 日本 316 314 △3 △0.9％ －

 北米 260 205 △55 △21.1％ 14

 欧州 44 48 4 8.9％ 4

 中国 58 56 △3 △4.9％ 7

 タイ 36 42 6 17.4％ 4

 インドネシア 118 135 17 14.0％ 3

 連結消去 △44 △42 2 －％ －

 連結 789 758 △32 △4.0％ 32

営業利益 日本 18 2 △16 △89.5％ －

 北米 △14 △1 13 －％ △0

 欧州 △0 4 4 －％ 0

 中国 5 3 △2 △41.0％ 0

 タイ 4 6 2 42.7％ 1

 インドネシア 9 11 2 22.7％ 0

 連結消去 0 1 1 113.1％ －

 連結 23 26 3 13.8％ 1
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①　日本

鉄道車両用製品の受注は増加したものの、自動車用製品における一部車種の生産終了や高性能量販車用製品の

欧州への生産移管、補修品の受注落ち込みなどがあり、売上高は314億円と対前年同期比３億円(△0.9％)の減収

となりました。

利益面では、生産性向上などの合理化に努めたものの、受注減少の影響に加え、原材料価格やエネルギーコス

トの高騰、労務費の増加が先行し、販売価格への転嫁とのタイムラグが生じていることにより、営業利益は２億

円と対前年同期比16億円(△89.5％)の減益となりました。

 
②　北米

メキシコにおける受注増加はあったものの、米国１工場化による生産量減少の影響などにより、売上高は205億

円と対前年同期比55億円(△21.1％)の減収となりました。

利益面では、売上高の減少の影響があったものの、原材料価格やエネルギーコストの販売価格への転嫁、経費

削減に加え、米国１工場化に伴う労務費などの固定費削減の効果により、営業損失は１億円(前年同期は営業損失

14億円)となりました。

 
③　欧州

一部車種のモデルチェンジによる生産終了や完成車メーカーの生産量減少に伴う受注減少があったものの、円

安の影響により、売上高は48億円と対前年同期比４億円(＋8.9％)の増収となりました。

利益面では、受注減少による影響があったものの、販売価格の見直しや経費削減などにより、営業利益は４億

円(前年同期は営業損失0.1億円)となりました。

 
④　中国

摩擦材製品の受注増加や円安の影響があったものの、中国系完成車メーカー向け製品の受注減少があり、売上

高は56億円と対前年同期比３億円(△4.9％)の減収となりました。

利益面では、合理化などを進めたものの、中国系完成車メーカー向け製品の受注減少による影響が大きく、営

業利益は３億円と対前年同期比２億円(△41.0％)の減益となりました。

 
⑤　タイ

一部完成車メーカー向け製品の生産終了による受注減少はあったものの、その他製品の受注増加や円安の影響

により、売上高は42億円と対前年同期比６億円(＋17.4％)の増収となりました。

利益面では、受注増加の影響に加え、生産性向上などの合理化により、営業利益は６億円と対前年同期比２億

円(＋42.7％)の増益となりました。

 
⑥　インドネシア

日系完成車メーカー向け製品の受注増加や二輪車用製品の受注回復に加え、円安の影響もあり、売上高は135億

円と対前年同期比17億円(＋14.0％)の増収となりました。

利益面では、賃金の上昇などによる労務費の増加や新工場移転に伴う一時費用の発生などがあったものの、受

注増加の影響に加え、生産性向上などの合理化により、営業利益は11億円と対前年同期比２億円(＋22.7％)の増

益となりました。

 
(注)　当中間連結会計期間とは

(1) 北米・中国・タイ・インドネシア：2026年１月～2026年６月

(2) 日本・欧州　　　　　　　　　　：2026年４月～2026年９月　となります。
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(2) 財政状態の状況

資産、負債及び純資産の状況
(単位：億円)

(資産の部) 前期末 当期末 増減 (負債・純資産の部) 前期末 当期末 増減

流動資産 672 670 △1 流動負債 323 324 1

現金及び預金 181 182 1 仕入債務 163 153 △9

売上債権 294 258 △36 有利子負債 35 52 17

棚卸資産 173 191 18 その他 124 118 △6

その他 23 39 16 固定負債 390 376 △14

固定資産 617 600 △17 有利子負債 317 304 △13

有形固定資産 483 454 △29 その他 73 72 △1

無形固定資産 23 21 △2 負債合計 712 700 △13

その他 111 125 14 純資産 576 570 △6

総資産 1,288 1,270 △18 負債・純資産 1,288 1,270 △18
 

 

(資産)

当期末の資産は1,270億円と前期末比18億円の減少となりました。流動資産は670億円と前期末比１億円の減少

となりました。これは主に、米国１工場化後の供給責任を果たすための在庫積増しに伴い、棚卸資産が18億円増

加した一方で、売上減少や連結子会社の異動などにより売上債権が36億円減少したことによるものです。固定資

産は600億円と前期末比17億円の減少となりました。これは主に、設備投資を行った一方で減価償却費の計上や連

結子会社の異動などにより有形固定資産が29億円減少したことによるものです。

(負債)

当期末の負債は700億円と前期末比13億円の減少となりました。これは主に、連結子会社の異動などにより仕入

債務が９億円減少したことによるものです。

有利子負債残高356億円から「現金及び預金」を控除したネット有利子負債残高は174億円であります。

(純資産)

当期末の純資産は570億円と前期末比６億円の減少となりました。これは主に、為替変動の影響などにより為替

換算調整勘定が12億円増加した一方で、非支配株主への配当金支払いや連結子会社の異動などにより非支配株主

持分が19億円減少したことによるものです。

 
(3) キャッシュ・フローの状況

当期末の現金及び現金同等物は、前期末比１億円増加の182億円となりました。

(単位：億円)

 前期 当期 増減

営業活動によるキャッシュ・フロー 8 38 30

投資活動によるキャッシュ・フロー △20 △36 △15

計    

(フリー・キャッシュ・フロー) △12 2 15

財務活動によるキャッシュ・フロー 10 △9 △20

換算差額 △9 8 17
 

 

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

事業再編による支出７億円や法人税等の支払額14億円があった一方で、税金等調整前中間純利益22億円や減価

償却費31億円などがあり、資金が増加となりました。前年同期に対しては、税金等調整前中間純利益の増加、運

転資本の減少などにより、収入が増加となりました。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

インドネシアにおける工場移転などの設備投資により有形及び無形固定資産の取得による支出32億円の計上が

あり、資金が減少となりました。前年同期に対しては、設備投資が増加したことなどにより、支出が増加となり

ました。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

短期借入金の純増額10億円があった一方で、非支配株主への配当金の支払額14億円などがあり、資金が減少と

なりました。前年同期に対しては、短期借入金の純増額が減少したことや非支配株主への配当金の支払額の増加

などにより、収入から支出となりました。
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(4) 経営方針

当中間連結会計期間において、当社グループが定めている経営方針について重要な変更はありません。

 
(5) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき課題について重要な変更はありません。

 
(6) 研究開発活動

当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は812百万円であり、この他に日常的な改良に

伴って発生した研究開発関連の費用は1,986百万円であります。

なお、当中間連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 
(7) 主要な設備

当中間連結会計期間において、主要な設備の状況に重要な変更はありません。

 
３ 【重要な契約等】

(１) 持分譲渡契約等の締結

当社は、2026年４月17日開催の取締役会決議に基づき、当社の中国における連結子会社である広州曙光制動器有

限公司(以下、「広州曙光」といいます。)の持分の一部を合弁相手先である富士和機械工業(昆山)有限公司へ譲渡

するため及び広州曙光が第三者割当増資を実施するため、合弁契約、持分譲渡契約及び増資契約を2026年４月27日

付で締結いたしました。

 
合弁契約、持分譲渡契約及び増資契約の概要は以下のとおりです。

(1) 合弁契約

①　契約日：2026年４月27日

②　相手先らの名称・住所：富士和機械工業(昆山)有限公司(江蘇省昆山経済開発区南河路988号)

昆山和準測試有限公司(江蘇省昆山市三巷路401号３号棟)

※相手先らは、六和機械股份有限公司の子会社又は関係会社です。

③　内容：広州曙光の経営管理の主体を当社から相手先らへ移管する。

(2) 持分譲渡契約

①　契約日：2026年４月27日

②　相手先の名称・住所：富士和機械工業(昆山)有限公司(江蘇省昆山経済開発区南河路988号)

③　内容：当社が保有する広州曙光の約半分を富士和機械工業(昆山)有限公司へ譲渡する。

(3) 増資契約

①　契約日：2026年４月27日

②　相手先らの名称・住所：昆山和準測試有限公司(江蘇省昆山市三巷路401号３号棟)

富士和機械工業(昆山)有限公司(江蘇省昆山経済開発区南河路988号)

広州曙光

③　内容：広州曙光が資本金の約18％を昆山和準測試有限公司へ第三者割当増資する。

(4) 本件異動の前後の状況

本件異動により、広州曙光は当社の連結子会社から持分法適用会社に区分変更されました。

本件異動により、広州曙光の持分割合が、当社70％、富士和機械工業(昆山)有限公司30％から当社30％、富士

和機械工業(昆山)有限公司55％、昆山和準測試有限公司15％へと変更となりました。

 
(２) ローン契約に付される財務上の特約

当社は、2024年６月14日付けで財務上の特約が付された金銭消費貸借契約を締結しておりますが、2026年９月30

日に終了する関連対象期間について、財務上の特約に定める事由が発生したことを2026年11月12日に確認いたしま

した。当該事由の内容及び当該事由を解消し、又は改善するための対応策の詳細は、本書「第２　事業の状況　

１．事業等のリスク」をご参照ください。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 543,000,000

A種種類株式 20,000

計 543,000,000
 

(注) 当社の各種類株式の発行可能種類株式総数の合計は543,020,000株であり、当社定款に定める発行可能株式総数

543,000,000株を超過しますが、発行可能種類株式総数の合計が発行可能株式総数以下であることにつきまして

は、会社法上要求されておりません。

 

② 【発行済株式】

種類
中間会計期間末
現在発行数(株)
(2026年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(2026年11月12日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 273,755,222 273,755,222
東京証券取引所
(プライム市場)

単元株式数
100株(注)２

A種種類株式 13,700 13,700 非上場
単元株式数
１株(注)３

計 273,768,922 273,768,922 ― ―
 

(注) １　「提出日現在発行数」欄には、2026年11月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数及びA種種類株式の転換により発行された株式数は含まれておりません。

２　完全議決権株式であり、権利内容に特に限定のない当社における標準となる株式であります。

３　A種種類株式の内容は、以下のとおりです。

1．種類株式に対する剰余金の配当

(1) A種優先配当金

当社は、ある事業年度中に属する日を基準日として剰余金の配当をするときは、当該剰余金の配当の

基準日(以下、「配当基準日」といいます。)の最終の株主名簿に記載又は記録されたA種種類株式を有す

る株主(以下、「A種種類株主」といいます。)又はA種種類株式の登録株式質権者(A種種類株主と併せて

以下、「A種種類株主等」といいます。)に対し、下記9.(1)に定める支払順位に従い、A種種類株式１株

につき、下記(2)に定める額の金銭による剰余金の配当(かかる配当によりA種種類株式１株当たりに支払

われる金銭を、以下、「A種優先配当金」といいます。)を行う。なお、A種優先配当金に、各A種種類株

主等が権利を有するA種種類株式の数を乗じた金額に１円未満の端数が生じるときは、当該端数は切り捨

てる。

(2) A種優先配当金の金額

A種優先配当金の額は、配当基準日が2020年３月末日以前に終了する事業年度に属する場合、

1,000,000円(以下、「払込金額相当額」といいます。)に、4.0％を乗じて算出した額の金銭について、

配当基準日が2020年４月１日以降に開始し2021年３月末日以前に終了する事業年度に属する場合、払込

金額相当額に、4.5％を乗じて算出した額の金銭について、配当基準日が2021年４月１日以降に開始し

2022年３月末日以前に終了する事業年度に属する場合、払込金額相当額に、5.0％を乗じて算出した額の

金銭について、配当基準日が2022年４月１日以降に開始する事業年度に属する場合、払込金額相当額

に、5.5％を乗じて算出した額の金銭について、当該配当基準日の属する事業年度の初日(但し、当該配

当基準日が2020年３月末日に終了する事業年度に属する場合、2019年９月30日)(同日を含む。)から当該

配当基準日(同日を含む。)までの期間の実日数につき、１年を365日(但し、当該事業年度に閏日を含む

場合は366日)として日割計算を行うものとする(除算は最後に行い、円位未満小数第２位まで計算し、そ

の小数第２位を四捨五入する。)。但し、当該配当基準日の属する事業年度中の、当該配当基準日より前

の日を基準日としてA種種類株主等に対し剰余金を配当したときは、当該配当基準日に係るA種優先配当

金の額は、その各配当におけるA種優先配当金の合計額を控除した金額とする。
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(3) 非参加条項

当社は、A種種類株主等に対しては、A種優先配当金及びA種累積未払配当金相当額(下記(4)に定め

る。)の額を超えて剰余金の配当を行わない。但し、当社が行う吸収分割手続の中で行われる会社法第

758条第８号ロ若しくは同法第760条第７号ロに規定される剰余金の配当又は当社が行う新設分割手続の

中で行われる同法第763条第１項第12号ロ若しくは同法第765条第１項第８号ロに規定される剰余金の配

当についてはこの限りではない。

(4) 累積条項

ある事業年度に属する日を基準日としてA種種類株主等に対して行われた１株当たりの剰余金の配当

(当該事業年度より前の各事業年度に係るA種優先配当金につき本(4)に従い累積したA種累積未払配当金

相当額(以下に定義される。)の配当を除く。)の総額が、当該事業年度に係るA種優先配当金の額(当該事

業年度の末日を基準日とする剰余金の配当が行われると仮定した場合において、上記(2)に従い計算され

るA種優先配当金の額をいう。但し、かかる計算においては、上記(2)但書の規定は適用されないものと

して計算するものとする。)に達しないときは、その不足額は、当該事業年度(以下、本(4)において「不

足事業年度」といいます。)の翌事業年度以降の事業年度に累積する。この場合の累積額は、不足事業年

度に係る定時株主総会(以下、本(4)において「不足事業年度定時株主総会」といいます。)の翌日(同日

を含む。)から累積額がA種種類株主等に対して配当される日(同日を含む。)までの間、不足事業年度の

翌事業年度以降の各事業年度において、当該事業年度が2020年３月末日以前に終了する事業年度の場合

は年率4.0％の利率で、当該事業年度が2020年４月１日以降に開始し2021年３月末日以前に終了する事業

年度の場合は年率4.5％の利率で、当該事業年度が2021年４月１日以降に開始し2022年３月末日以前に終

了する事業年度の場合は年率5.0％の利率で、当該事業年度が2022年４月１日以降に開始する事業年度の

場合は年率5.5％の利率で、１年ごと(但し、１年目は不足事業年度定時株主総会の翌日(同日を含む。)

から不足事業年度の翌事業年度の末日(同日を含む。)までとする。)の複利計算により算出した金額を加

算した金額とする。なお、当該計算は、１年を365日(但し、当該事業年度に閏日を含む場合は366日)と

した日割計算により行うものとし、除算は最後に行い、円位未満小数第２位まで計算し、その小数第２

位を四捨五入する。本(4)に従い累積する金額(以下、「A種累積未払配当金相当額」といいます。)につ

いては、下記9.(1)に定める支払順位に従い、A種種類株主等に対して配当する。

2．残余財産の分配

(1) 残余財産の分配

当社は、残余財産を分配するときは、A種種類株主等に対し、下記9.(2)に定める支払順位に従い、A種

種類株式１株につき、払込金額相当額に、A種累積未払配当金相当額及び下記(3)に定める日割未払優先

配当金額を加えた額(以下、「A種残余財産分配額」といいます。)の金銭を支払う。但し、本(1)におい

ては、残余財産の分配が行われる日(以下、「分配日」といいます。)が配当基準日の翌日(同日を含

む。)から当該配当基準日を基準日とした剰余金の配当が行われる時点までの間である場合は、当該配当

基準日を基準日とする剰余金の配当は行われないものとみなしてA種累積未払配当金相当額を計算する。

なお、A種残余財産分配額に、各A種種類株主等が権利を有するA種種類株式の数を乗じた金額に１円未満

の端数が生じるときは、当該端数は切り捨てる。

(2) 非参加条項

A種種類株主等に対しては、上記(1)のほか、残余財産の分配は行わない。

(3) 日割未払優先配当金額

A種種類株式１株当たりの日割未払優先配当金額は、分配日の属する事業年度において、分配日を基準

日としてA種優先配当金の支払がなされたと仮定した場合に、上記1.(2)に従い計算されるA種優先配当金

相当額とする(以下、A種種類株式１株当たりの日割未払優先配当金額を「日割未払優先配当金額」とい

います。)。

3．議決権

A種種類株主は、法令に別段の定めのある場合を除き、株主総会において議決権を有しない。

4．普通株式を対価とする取得請求権

(1) 普通株式対価取得請求権

A種種類株主は、2019年10月１日以降いつでも、当社に対して、下記(2)に定める数の普通株式(以下、

「請求対象普通株式」といいます。)の交付と引換えに、その有するA種種類株式の全部又は一部を取得

することを請求すること(以下、「普通株式対価取得請求」といいます。)ができるものとし、当社は、

当該普通株式対価取得請求に係るA種種類株式を取得するのと引換えに、法令の許容する範囲内におい

て、請求対象普通株式を、当該A種種類株主に対して交付するものとする。
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(2) A種種類株式の取得と引換えに交付する普通株式の数

A種種類株式の取得と引換えに交付する普通株式の数は、普通株式対価取得請求に係るA種種類株式の

数に、(ⅰ)A種種類株式１株当たりの払込金額相当額に下記に定める普通株式対価取得プレミアムを乗じ

て得られる額並びに(ⅱ)A種累積未払配当金相当額及び日割未払優先配当金額の合計額を乗じて得られる

額を、下記(3)及び(4)で定める取得価額で除して得られる数とする。なお、本4.においては、A種累積未

払配当金相当額の計算及び日割未払優先配当金額の計算における「残余財産の分配が行われる日」及び

「分配日」をそれぞれ「普通株式対価取得請求の効力が生じた日」と読み替えて、A種累積未払配当金相

当額及び日割未払優先配当金額を計算する。また、普通株式対価取得請求に係るA種種類株式の取得と引

換えに交付する普通株式の合計数に１株に満たない端数があるときは、これを切り捨てるものとし、こ

の場合においては、会社法第167条第３項に定める金銭の交付は行わない。

「普通株式対価取得プレミアム」とは、普通株式対価取得請求の効力が生ずる日が以下の各号のいず

れの期間に属するかの区分に応じて、以下の各号に定める数値をいう。

①　2020年６月30日まで ：1.13

②　2020年７月１日から2021年６月30日まで ：1.20

③　2021年７月１日から2022年６月30日まで ：1.27

④　2022年７月１日から2023年６月30日まで ：1.34

⑤　2023年７月１日から2024年６月30日まで ：1.41

⑥　2024年７月１日から2025年６月30日まで ：1.48

⑦　2025年７月１日以降 ：1.55
 

(3) 当初取得価額

当初取得価額は80円とする。

(4) 取得価額の調整

(a) 以下に掲げる事由が発生した場合には、それぞれ以下のとおり取得価額を調整する。

①　普通株式につき株式の分割又は株式無償割当てをする場合、次の算式により取得価額を調整す

る。なお、株式無償割当ての場合には、次の算式における「分割前発行済普通株式数」は「無償

割当て前発行済普通株式数(但し、その時点で当社が保有する普通株式を除く。)」、「分割後発

行済普通株式数」は「無償割当て後発行済普通株式数(但し、その時点で当社が保有する普通株式

を除く。)」とそれぞれ読み替える。

調整後取得価額＝調整前取得価額×
分割前発行済普通株式数

分割後発行済普通株式数
 

調整後取得価額は、株式の分割に係る基準日の翌日又は株式無償割当ての効力が生ずる日(株式無

償割当てに係る基準日を定めた場合は当該基準日の翌日)以降これを適用する。

②　普通株式につき株式の併合をする場合、次の算式により、取得価額を調整する。

調整後取得価額＝調整前取得価額×
併合前発行済普通株式数

併合後発行済普通株式数
 

調整後取得価額は、株式の併合の効力が生ずる日以降これを適用する。

③　下記(d)に定める普通株式１株当たりの時価を下回る払込金額をもって普通株式を発行又は当社が

保有する普通株式を処分する場合(株式無償割当ての場合、普通株式の交付と引換えに取得される

株式若しくは新株予約権(新株予約権付社債に付されたものを含む。以下、本(4)において同じ。)

の取得による場合、普通株式を目的とする新株予約権の行使による場合又は合併、株式交換若し

くは会社分割により普通株式を交付する場合を除く。)、次の算式(以下、「取得価額調整式」と

いいます。)により取得価額を調整する。取得価額調整式における「１株当たり払込金額」は、金

銭以外の財産を出資の目的とする場合には、当該財産の適正な評価額とする。調整後取得価額

は、払込期日(払込期間を定めた場合には当該払込期間の最終日)の翌日以降、また株主への割当

てに係る基準日を定めた場合は当該基準日(以下、「株主割当日」といいます。)の翌日以降これ

を適用する。なお、当社が保有する普通株式を処分する場合には、次の算式における「新たに発

行する普通株式の数」は「処分する当社が保有する普通株式の数」、「当社が保有する普通株式

の数」は「処分前において当社が保有する普通株式の数」とそれぞれ読み替える。

    (発行済普通株式数
－当社が保有する
普通株式の数)

＋
新たに発行する普通株式の数×１株当たり払込金額

調整後
取得価額

＝
調整前
取得価額

×

普通株式１株当たりの時価

(発行済普通株式数－当社が保有する普通株式の数)
＋新たに発行する普通株式の数
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④　当社に取得をさせることにより又は当社に取得されることにより、下記(d)に定める普通株式１株

当たりの時価を下回る普通株式１株当たりの取得価額をもって普通株式の交付を受けることがで

きる株式を発行又は処分する場合(株式無償割当ての場合を含む。)、かかる株式の払込期日(払込

期間を定めた場合には当該払込期間の最終日。以下、本④において同じ。)に、株式無償割当ての

場合にはその効力が生ずる日(株式無償割当てに係る基準日を定めた場合は当該基準日。以下、本

④において同じ。)に、また株主割当日がある場合はその日に、発行又は処分される株式の全てが

当初の条件で取得され普通株式が交付されたものとみなし、取得価額調整式において「１株当た

り払込金額」としてかかる価額を使用して計算される額を、調整後取得価額とする。調整後取得

価額は、払込期日の翌日以降、株式無償割当ての場合にはその効力が生ずる日の翌日以降、また

株主割当日がある場合にはその日の翌日以降、これを適用する。上記にかかわらず、取得に際し

て交付される普通株式の対価が上記の時点で確定していない場合は、調整後取得価額は、当該対

価の確定時点において発行又は処分される株式の全てが当該対価の確定時点の条件で取得され普

通株式が交付されたものとみなして算出するものとし、当該対価が確定した日の翌日以降これを

適用する。

⑤　行使することにより又は当社に取得されることにより、普通株式１株当たりの新株予約権の払込

価額と新株予約権の行使に際して出資される財産(金銭以外の財産を出資の目的とする場合には、

当該財産の適正な評価額とする。以下、本⑤において同じ。)の合計額が下記(d)に定める普通株

式１株当たりの時価を下回る価額をもって普通株式の交付を受けることができる新株予約権を発

行する場合(新株予約権無償割当ての場合を含む。)、かかる新株予約権の割当日に、新株予約権

無償割当ての場合にはその効力が生ずる日(新株予約権無償割当てに係る基準日を定めた場合は当

該基準日。以下、本⑤において同じ。)に、また株主割当日がある場合はその日に、発行される新

株予約権全てが当初の条件で行使され又は取得されて普通株式が交付されたものとみなし、取得

価額調整式において「１株当たり払込金額」として普通株式１株当たりの新株予約権の払込価額

と新株予約権の行使に際して出資される財産の普通株式１株当たりの価額の合計額を使用して計

算される額を、調整後取得価額とする。調整後取得価額は、かかる新株予約権の割当日の翌日以

降、新株予約権無償割当ての場合にはその効力が生ずる日の翌日以降、また株主割当日がある場

合にはその翌日以降、これを適用する。上記にかかわらず、取得又は行使に際して交付される普

通株式の対価が上記の時点で確定していない場合は、調整後取得価額は、当該対価の確定時点に

おいて発行される新株予約権全てが当該対価の確定時点の条件で行使され又は取得されて普通株

式が交付されたものとみなして算出するものとし、当該対価が確定した日の翌日以降これを適用

する。但し、本⑤による取得価額の調整は、当社又は当社の子会社の取締役、監査役、執行役そ

の他の役員又は従業員に対してストック・オプション目的で発行される普通株式を目的とする新

株予約権には適用されないものとする。

(b) 上記(a)に掲げた事由によるほか、下記①乃至③のいずれかに該当する場合には、当社はA種種類株

主等に対して、あらかじめ書面によりその旨並びにその事由、調整後取得価額、適用の日及びその

他必要な事項を通知したうえ、取得価額の調整を適切に行うものとする。

①　合併、株式交換、株式交換による他の株式会社の発行済株式の全部の取得、株式移転、吸収分

割、吸収分割による他の会社がその事業に関して有する権利義務の全部若しくは一部の承継又は

新設分割のために取得価額の調整を必要とするとき。

②　取得価額を調整すべき事由が２つ以上相接して発生し、一方の事由に基づく調整後の取得価額の

算出に当たり使用すべき時価につき、他方の事由による影響を考慮する必要があるとき。

③　その他、発行済普通株式数(但し、当社が保有する普通株式の数を除く。)の変更又は変更の可能

性を生ずる事由の発生によって取得価額の調整を必要とするとき。

(c) 取得価額の調整に際して計算が必要な場合は、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を

四捨五入する。

(d) 取得価額調整式に使用する普通株式１株当たりの時価は、調整後取得価額を適用する日(但し、取得

価額を調整すべき事由について株式会社東京証券取引所(以下、「東京証券取引所」といいます。)

が提供する適時開示情報閲覧サービスにおいて公表された場合には、当該公表が行われた日)に先立

つ連続する30取引日の東京証券取引所が発表する当社の普通株式の普通取引の売買高加重平均価格

(以下、「VWAP」といいます。)の平均値(円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五

入する。)とする。なお、「取引日」とは、東京証券取引所において当社普通株式の普通取引が行わ

れる日をいい、VWAPが発表されない日は含まないものとする。

(e) 取得価額の調整に際し計算を行った結果、調整後取得価額と調整前取得価額との差額が0.1円未満に

とどまるときは、取得価額の調整はこれを行わない。但し、本(e)により不要とされた調整は繰り越

されて、その後の調整の計算において斟酌される。

(5) 普通株式対価取得請求受付場所

曙ブレーキ工業株式会社　本店
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(6) 普通株式対価取得請求の効力発生

普通株式対価取得請求の効力は、普通株式対価取得請求に要する書類が上記(5)に記載する普通株式対

価取得請求受付場所に到達したとき又は当該書類に記載された効力発生希望日のいずれか遅い時点に発

生する。

(7) 普通株式の交付方法

当社は、普通株式対価取得請求の効力発生後、当該普通株式対価取得請求をしたA種種類株主に対し

て、当該A種種類株主が指定する株式会社証券保管振替機構又は口座管理機関における振替口座簿の保有

欄に振替株式の増加の記録を行うことにより普通株式を交付する。

5．金銭を対価とする取得請求権

(1) 金銭対価取得請求権

A種種類株主は、2019年10月１日以降いつでも、当社に対して、下記(2)に定める額の金銭の交付と引

換えに、その有するA種種類株式の全部又は一部を取得することを請求すること(以下、「金銭対価取得

請求」といいます。)ができるものとし、当社は、当該金銭対価取得請求に係るA種種類株式を取得する

のと引換えに、法令の許容する範囲内において、下記(2)に定める額の金銭を、当該A種種類株主に対し

て交付するものとする。但し、金銭対価取得請求に基づきA種種類株主に対して交付される金銭のうちA

種種類株式１株当たりの払込金額相当額に金銭対価取得請求に係るA種種類株式の数を乗じた額の合計額

が、累計で66億円を超える場合には、A種種類株主はかかる金銭対価取得請求を行うことはできない。

(2) A種種類株式の取得と引換えに交付する金銭の額

A種種類株式の取得と引換えに交付する金銭の額は、金銭対価取得請求に係るA種種類株式の数に、

(ⅰ)A種種類株式１株当たりの払込金額相当額に下記に定める金銭対価取得プレミアムを乗じて得られる

額並びに(ⅱ)A種累積未払配当金相当額及び日割未払優先配当金額の合計額を乗じて得られる額とする。

なお、本5.においては、A種累積未払配当金相当額の計算及び日割未払優先配当金額の計算における「残

余財産の分配が行われる日」及び「分配日」をそれぞれ「金銭対価取得請求の効力が生じた日」と読み

替えて、A種累積未払配当金相当額及び日割未払優先配当金額を計算する。

「金銭対価取得プレミアム」とは、金銭対価取得請求の効力が生ずる日が以下の各号のいずれの期間

に属するかの区分に応じて、以下の各号に定める数値をいう。

①　2020年６月30日まで ：1.05

②　2020年７月１日から2021年６月30日まで ：1.12

③　2021年７月１日から2022年６月30日まで ：1.19

④　2022年７月１日から2023年６月30日まで ：1.26

⑤　2023年７月１日から2024年６月30日まで ：1.33

⑥　2024年７月１日から2025年６月30日まで ：1.40

⑦　2025年７月１日以降 ：1.47
 

(3) 金銭対価取得請求受付場所

曙ブレーキ工業株式会社　本店

(4) 金銭対価取得請求の効力発生

金銭対価取得請求事前通知の効力は、金銭対価取得請求事前通知に要する書類が上記(3)に記載する金

銭対価取得請求受付場所に到達したとき又は当該書類に記載された効力発生希望日のいずれか遅い時点

に発生する。金銭対価取得請求の効力は、当該金銭対価取得請求事前通知に係る金銭対価取得請求日に

おいて発生する。

6．金銭を対価とする取得条項

当社は、2019年10月１日以降いつでも、当社の取締役会が別に定める日(以下、「金銭対価償還日」とい

います。)が到来することをもって、A種種類株主等に対して、金銭対価償還日の14日前までに書面による

通知(撤回不能とする。)を行った上で、法令の許容する範囲内において、金銭を対価として、A種種類株式

の全部又は一部(但し、一部の取得は、1,000株の整数倍の株数に限る。)を取得することができる(以下、

「金銭対価償還」といいます。)ものとし、当社は、当該金銭対価償還に係るA種種類株式を取得するのと

引換えに、当該金銭対価償還に係るA種種類株式の数に、(ⅰ)A種種類株式１株当たりの払込金額相当額に

下記に定める償還係数を乗じて得られる額並びに(ⅱ)A種累積未払配当金相当額及び日割未払優先配当金額

の合計額を乗じて得られる額の金銭を、A種種類株主に対して交付するものとする。なお、本6.において

は、A種累積未払配当金相当額の計算及び日割未払優先配当金額の計算における「残余財産の分配が行われ

る日」及び「分配日」をそれぞれ「金銭対価償還日」と読み替えて、A種累積未払配当金相当額及び日割未

払優先配当金額を計算する。また、金銭対価償還に係るA種種類株式の取得と引換えに交付する金銭に１円

に満たない端数があるときは、これを切り捨てるものとする。

A種種類株式の一部を取得するときは、按分比例その他当社の取締役会が定める合理的な方法によって、

A種種類株主から取得すべきA種種類株式を決定する。
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「償還係数」とは、金銭対価償還日が以下の各号のいずれの期間に属するかの区分に応じて、以下の各

号に定める数値をいう。

①　2020年６月30日まで　 ：1.08

②　2020年７月１日から2021年６月30日まで　 ：1.15

③　2021年７月１日から2022年６月30日まで　 ：1.22

④　2022年７月１日から2023年６月30日まで　 ：1.29

⑤　2023年７月１日から2024年６月30日まで　 ：1.36

⑥　2024年７月１日から2025年６月30日まで　 ：1.43

⑦　2025年７月１日以降　 ：1.50
 

7．自己株式の取得に際しての売主追加請求権の排除

当社が株主総会の決議によってA種種類株主との合意により当該A種種類株主の有するA種種類株式の全部

又は一部を取得する旨を決定する場合には、会社法第160条第２項及び第３項の規定を適用しないものとす

る。

8．株式の併合又は分割、募集株式の割当て等

(1) 当社は、A種種類株式について株式の分割又は併合を行わない。

(2) 当社は、A種種類株主には、募集株式の割当てを受ける権利又は募集新株予約権の割当てを受ける権利

を与えない。

(3) 当社は、A種種類株主には、株式無償割当て又は新株予約権無償割当てを行わない。

9． 優先順位

(1) A種優先配当金、A種累積未払配当金相当額及び普通株式を有する株主又は普通株式の登録株式質権者

(以下、「普通株主等」と総称する。)に対する剰余金の配当の支払順位は、A種累積未払配当金相当額

が第１順位、A種優先配当金が第２順位、普通株主等に対する剰余金の配当が第３順位とする。

(2) A種種類株式及び普通株式に係る残余財産の分配の支払順位は、A種種類株式に係る残余財産の分配を

第１順位、普通株式に係る残余財産の分配を第２順位とする。

(3) 当社が剰余金の配当又は残余財産の分配を行う額が、ある順位の剰余金の配当又は残余財産の分配を

行うために必要な総額に満たない場合は、当該順位の剰余金の配当又は残余財産の分配を行うために

必要な金額に応じた按分比例の方法により剰余金の配当又は残余財産の分配を行う。

10．種類株主総会の決議

定款において、会社法第322条第２項に関する定めはしておりません。
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(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

   

 第15回(Ａ)新株予約権 第15回(Ｂ)新株予約権

決議年月日 2026年７月17日 2026年７月17日

付与対象者の区分及び人数(名)
当社の取締役及び執行役員　３
当社の部門長級幹部社員　３

当社の取締役及び執行役員　３

新株予約権の数(個)　※
6,141
(注)１

8,141
(注)１

新株予約権の目的となる株式の種類、
内容及び数(株)　※

普通株式
(単元株式数100株)

614,100
(注)２

普通株式
(単元株式数100株)

814,100
(注)２

新 株予約権の行使時の払込金額
(円)　※

100(１株当たり１円) 100(１株当たり１円)

新株予約権の行使期間　※ 2029年８月８日～2032年８月７日 2026年８月８日～2056年８月７日

新株予約権の行使により株式を発行す
る場合の株式の発行価格及び資本組入
額(円)　※

発行価格　　107
資本組入額　 54

発行価格　　107
資本組入額 　54

新株予約権の行使の条件　※ (注)３ (注)４

新株予約権の譲渡に関する事項　※ 新株予約権を譲渡するには、当社取締役会の承認を要します。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交
付に関する事項　※

(注)５
 

※　割当日(2026年８月７日)における内容を記載しています。

(注) １　新株予約権１個当たりの株式数は、100株であります。

２　当社が株式分割又は株式併合を行う場合には、目的となる株式を調整します。ただし、この調整は、新株予

約権のうち当該時点で権利行使をしていない新株予約権の目的となる株式の数についてのみ行い、調整の結

果生じる１株未満の端数については、切り捨てるものとします。また、当社が他社と吸収合併もしくは新設

合併を行い新株予約権が承継される場合、当社が他社と株式交換を行い完全親会社となる場合、又は当社が

新設分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は目的となる株式の数を調整することができるものとします。

３　第15回(Ａ)新株予約権の行使の条件

①　新株予約権者は、当社が2025年８月７日開催の取締役会で承認した中期経営計画(以下、「本中期経営計

画」という。)に定める、2026年３月期から2028年３月期までの３事業年度(以下、「対象期間」という。)

における当社の業績目標に対する達成率に応じて、割り当てられた本新株予約権の数に、(i)対象期間にお

ける連結営業利益の合計額を、本中期経営計画において定める対象期間の連結営業利益の目標値で除して算

出される割合(以下、「連結営業利益達成率」という。)及び(ii)対象期間におけるフリー・キャッシュ・フ

ロー(以下、「FCF」という。)の合計額を、本中期経営計画において定める対象期間のFCFの目標値で除して

算出される割合(以下、「FCF達成率」という。)に、それぞれ50％を乗じた数値を合算した割合(以下、「行

使可能割合」という。)を乗じた数(計算の結果１個未満の端数が生じたときは、その端数を切り捨てるもの

とする。以下同じ。)を上限として、本新株予約権を行使することができます。ただし、連結営業利益達成

率及びFCF達成率がいずれも70％以上であることを要するものとし、連結営業利益達成率及びFCF達成率の上

限はそれぞれ100％とします。

FCFは、EBITDAからCAPEXを差し引き、Changes in Working Capitalを加算した額とします。EBITDA、

CAPEX及びChanges in Working Capitalは、当社の有価証券報告書に記載された連結損益計算書及び連結

キャッシュ・フロー計算書等を参照するものとします。(i)EBITDAは連結損益計算書上の営業利益に連結

キャッシュ・フロー計算書上の減価償却費及びのれん償却額を加算した額をいい、(ii)CAPEXは連結キャッ

シュ・フロー計算書上の有形及び無形固定資産の取得による支出の額をいい、(iii)Changes in Working

Capitalは連結キャッシュ・フロー計算書上の売上債権の増減額(△は増加)、棚卸資産の増減額(△は増加)

及び仕入債務の増減額(△は減少)を合計した金額をいうものとします。EBITDA、CAPEX及びChanges in

Working Capitalの判定に際して、適用される会計基準の変更や当社の業績に多大な影響を及ぼす企業買収

等の事象が発生し、連結損益計算書又は連結キャッシュ・フロー計算書に記載された実績数値で判定を行う

ことが適切ではないと取締役会が判断した場合には、当社は合理的な範囲内で当該企業買収等の影響を排除

し、判定に使用する実績数値の調整を行うことができるものとし、国際財務報告基準の適用、決算期の変更

等により参照すべき項目の概念に重要な変更があった場合には、別途参照すべき指標を取締役会にて定める

ものとします。また、当社が本中期経営計画を変更又は更新する場合で、当社取締役会が必要と判断すると

きには、当社は合理的な範囲内で本新株予約権の行使の条件を変更できるものとします。

②　上記①にかかわらず、新株予約権者は、当社が本中期経営計画を廃止又は撤回した場合には、割り当てら

れた本新株予約権の数に2025年４月１日から行使日までの日数を対象期間の日数で除した割合(ただし、

100％を上限とする。)を乗じた数を上限として本新株予約権を行使することができるものとします。ただ

し、2025年４月１日から行使日までの日数を対象期間の日数で除した割合が70％以上であることを要するも
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のとします。

③　2032年８月７日の経過前に当社の取締役、執行役員又は部門長級幹部社員のいずれの地位(以下、「権利

行使資格」という。)を喪失した場合には、本新株予約権を行使できないものとします。ただし、権利行使

資格の喪失について、定年退職その他正当な理由があると取締役会が認めた場合には、割り当てられた新株

予約権に、2028年３月期終了時における上記①に基づく行使可能割合又は2025年４月１日以降に当社の取締

役、執行役員又は部門長級幹部社員のいずれの地位に在籍した日から権利行使資格を喪失した日までの日数

を対象期間の日数で除した割合のいずれか小さい割合を乗じた数を上限として、本新株予約権を行使できる

ものとします。なお、割当日時点において取締役である者については、取締役及び役付執行役員のいずれの

地位をも喪失した場合には、当該地位を喪失した日の翌日から10日を経過するまでの期間に限り、新株予約

権を行使できます。

④　各本新株予約権の一部行使(１個未満の単位の行使)はできないものとします。

⑤　2032年８月７日の経過前に新株予約権者が死亡した場合、その法定相続人に限り本新株予約権の行使がで

きます。ただし、当該法定相続人は、当該新株予約権者が死亡した日の翌日から４ヶ月を経過する日と行使

期間満了日のいずれか早い方の日までの間に限り、本新株予約権の行使ができます。

４　第15回(Ｂ)新株予約権の行使の条件

①　新株予約権者は、当社が2025年８月７日開催の取締役会で承認した中期経営計画(以下、「本中期経営計

画」という。)に定める、2026年３月期から2028年３月期までの３事業年度(以下、「対象期間」という。)

における当社の業績目標に対する達成率に応じて、割り当てられた本新株予約権の数に、(i)対象期間にお

ける連結営業利益の合計額を、本中期経営計画において定める対象期間の連結営業利益の目標値で除して算

出される割合(以下、「連結営業利益達成率」という。)及び(ii)対象期間におけるフリー・キャッシュ・フ

ロー(以下、「FCF」という。)の合計額を、本中期経営計画において定める対象期間のFCFの目標値で除して

算出される割合(以下、「FCF達成率」という。)に、それぞれ50％を乗じた数値を合算した割合(以下、「行

使可能割合」という。)を乗じた数(計算の結果１個未満の端数が生じたときは、その端数を切り捨てるもの

とする。以下同じ。)を上限として、本新株予約権を行使することができます。ただし、連結営業利益達成

率及びFCF達成率がいずれも70％以上であることを要するものとし、連結営業利益達成率及びFCF達成率の上

限はそれぞれ100％とします。

FCFは、EBITDAからCAPEXを差し引き、Changes in Working Capitalを加算した額とします。EBITDA、

CAPEX及びChanges in Working Capitalは、当社の有価証券報告書に記載された連結損益計算書及び連結

キャッシュ・フロー計算書等を参照するものとします。(i)EBITDAは連結損益計算書上の営業利益に連結

キャッシュ・フロー計算書上の減価償却費及びのれん償却額を加算した額をいい、(ii)CAPEXは連結キャッ

シュ・フロー計算書上の有形及び無形固定資産の取得による支出の額をいい、(iii)Changes in Working

Capitalは連結キャッシュ・フロー計算書上の売上債権の増減額(△は増加)、棚卸資産の増減額(△は増加)

及び仕入債務の増減額(△は減少)を合計した金額をいうものとします。EBITDA、CAPEX及びChanges in

Working Capitalの判定に際して、適用される会計基準の変更や当社の業績に多大な影響を及ぼす企業買収

等の事象が発生し、連結損益計算書又は連結キャッシュ・フロー計算書に記載された実績数値で判定を行う

ことが適切ではないと取締役会が判断した場合には、当社は合理的な範囲内で当該企業買収等の影響を排除

し、判定に使用する実績数値の調整を行うことができるものとし、国際財務報告基準の適用、決算期の変更

等により参照すべき項目の概念に重要な変更があった場合には、別途参照すべき指標を取締役会にて定める

ものとします。また、当社が本中期経営計画を変更又は更新する場合で、当社取締役会が必要と判断すると

きには、当社は合理的な範囲内で本新株予約権の行使の条件を変更できるものとします。

②　上記①にかかわらず、新株予約権者は、当社が本中期経営計画を廃止又は撤回した場合には、割り当てら

れた本新株予約権の数に2025年４月１日から行使日までの日数を対象期間の日数で除した割合(ただし、

100％を上限とする。)を乗じた数を上限として本新株予約権を行使することができるものとします。ただ

し、2025年４月１日から行使日までの日数を対象期間の日数で除した割合が70％以上であることを要するも

のとします。

③　当社の取締役及び執行役員のいずれの地位(以下、「権利行使資格」という。)を喪失した日の翌日から10

日を経過するまでの期間に限り、2028年３月期終了時における上記①に基づく行使可能割合又は2025年４月

１日以降に当社の取締役又は執行役員のいずれの地位に在籍した日から権利行使資格を喪失した日までの日

数を対象期間の日数で除した割合のいずれか小さい割合を乗じた数を上限として、本新株予約権を行使でき

るものとします。

④　各本新株予約権の一部行使(１個未満の単位の行使)はできないものとします。

⑤　2056年８月７日の経過前に新株予約権者が死亡した場合、その法定相続人に限り本新株予約権の行使がで

きます。ただし、当該法定相続人は、当該新株予約権者が死亡した日の翌日から４ヶ月を経過する日と行使

期間満了日のいずれか早い方の日までの間に限り、本新株予約権の行使ができます。
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５　当社が、合併(当社が合併により消滅する場合に限る。)、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転(以

上を総称して以下、「組織再編行為」という。)を行う場合、当社は、組織再編行為の効力発生日に新株予

約権者に対し、会社法第236条第１項第８号イからホまでに掲げる株式会社(以下、「再編対象会社」とい

う。)の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとします。ただし、以下の条件に沿って再

編対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株

式交換契約又は株式移転計画(以上を総称して以下、「組織再編契約等」という。)において定めた場合に限

るものとします。

(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付します。

(2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とします。

(3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件を勘案の上、(注)２に準じて組織再編契約等において決定します。

(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、組織再編行為の条件等を勘案の上、上

表の「新株予約権の行使時の払込金額(円)」で定められる行使価額を調整して得られる再編後行使価額

に、上記(3)に従って決定される当該新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じた額としま

す。

(5) 新株予約権を行使することができる期間

行使期間の初日と組織再編行為の効力発生日のうち、いずれか遅い日から行使期間の末日までとします。

(6) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

上表の「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額(円)」に準じて組

織再編契約等において決定します。

(7) 譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による取得の制限については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとします。

(8) その他新株予約権の行使の条件

上表の「新株予約権の行使の条件」に準じて組織再編契約等において決定します。

(9) 新株予約権の取得事由及び条件

組織再編契約等において決定します。

(10) その他の条件については、再編対象会社の条件に準じて組織再編契約等において決定します。

 

なお、当社は2026年９月16日開催の当社取締役会において、第14回(Ａ)業績条件付き中期新株予約権及び第14

回(Ｂ)業績条件付き長期新株予約権(以下、総称して「本新株予約権」という。)のうち、同日現在、当社取締役

が保有するものを除く本新株予約権(以下、「変更対象新株予約権」という。)について、行使条件を変更するこ

とを決議しています。また、変更対象新株予約権以外の本新株予約権を以下、「変更対象外新株予約権」といい

ます。なお、変更箇所には下線を付しております。

 

第14回(Ａ)新株予約権の行使の条件

①　新株予約権者は、当社が2025年８月７日開催の取締役会で承認した中期経営計画(以下、「本中期経営計

画」という。)に定める、2026年３月期から2028年３月期までの３事業年度(以下、「対象期間」という。)

における当社の業績目標に対する達成率に応じて、割り当てられた本新株予約権の数に、(i)対象期間にお

ける連結営業利益の合計額を、本中期経営計画において定める対象期間の連結営業利益の目標値で除して算

出される割合(以下、「連結営業利益達成率」という。)及び(ii)対象期間におけるフリー・キャッシュ・フ

ロー(以下、「FCF」という。)の合計額を、本中期経営計画において定める対象期間のFCFの目標値で除して

算出される割合(以下、「FCF達成率」という。)に、それぞれ50％を乗じた数値を合算した割合(以下、「行

使可能割合」という。)を乗じた数(計算の結果１個未満の端数が生じたときは、その端数を切り捨てるもの

とする。以下同じ。)を上限として、本新株予約権を行使することができます。ただし、連結営業利益達成

率及びFCF達成率がいずれも70％以上であることを要するものとし、連結営業利益達成率及びFCF達成率の上

限はそれぞれ100％とします。

FCFは、EBITDAからCAPEXを差し引き、Changes in Working Capitalを加算した額とします。EBITDA、

CAPEX及びChanges in Working Capitalは、当社の有価証券報告書に記載された連結損益計算書及び連結

キャッシュ・フロー計算書等を参照するものとします。(i)EBITDAは連結損益計算書上の営業利益に連結

キャッシュ・フロー計算書上の減価償却費及びのれん償却額を加算した額をいい、(ii)CAPEXは連結キャッ

シュ・フロー計算書上の有形及び無形固定資産の取得による支出の額をいい、(iii)Changes in Working

Capitalは連結キャッシュ・フロー計算書上の売上債権の増減額(△は増加)、棚卸資産の増減額(△は増加)

及び仕入債務の増減額(△は減少)を合計した金額をいうものとします。EBITDA、CAPEX及びChanges in

Working Capitalの判定に際して、適用される会計基準の変更や当社の業績に多大な影響を及ぼす企業買収

等の事象が発生し、連結損益計算書又は連結キャッシュ・フロー計算書に記載された実績数値で判定を行う

ことが適切ではないと取締役会が判断した場合には、当社は合理的な範囲内で当該企業買収等の影響を排除

し、判定に使用する実績数値の調整を行うことができるものとし、国際財務報告基準の適用、決算期の変更

等により参照すべき項目の概念に重要な変更があった場合には、別途参照すべき指標を取締役会にて定める
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ものとします。また、当社が本中期経営計画を変更又は更新する場合で、当社取締役会が必要と判断すると

きには、当社は合理的な範囲内で本新株予約権の行使の条件を変更できるものとします。

②(変更対象新株予約権について)

上記①にかかわらず、新株予約権者は、当社が本中期経営計画を廃止又は撤回した場合には、割り当てら

れた本新株予約権の数に2025年４月１日から行使日までの日数を対象期間の日数で除した割合(但し、100％

を上限とする。)を乗じた数を上限として本新株予約権を行使することができるものとします。但し、2025

年４月１日から行使日までの日数を対象期間の日数で除した割合が70％以上であることを要するものとしま

す。

(変更対象外新株予約権について)

上記①にかかわらず、新株予約権者は、当社が本中期経営計画を廃止又は撤回した場合には、割り当てら

れた本新株予約権の数に割当日から行使日までの日数を対象期間の日数で除した割合(但し、100％を上限と

する。)を乗じた数を上限として本新株予約権を行使することができるものとします。但し、割当日から行

使日までの日数を対象期間の日数で除した割合が70％以上であることを要するものとします。

③(変更対象新株予約権について)

新株予約権者は、2031年10月10日の経過前に当社の取締役、執行役員又は部門長級幹部社員のいずれの地

位(以下、「権利行使資格」という。)を喪失した場合には、本新株予約権を行使できないものとします。但

し、権利行使資格の喪失について、定年退職その他正当な理由があると取締役会が認めた場合には、割り当

てられた新株予約権に、2028年３月期終了時における上記①に基づく行使可能割合又は2025年４月１日以降

に当社の取締役、執行役員又は部門長級幹部社員のいずれの地位に在籍した日から権利行使資格を喪失した

日までの日数を対象期間の日数で除した割合のいずれか小さい割合を乗じた数を上限として、本新株予約権

を行使できるものとします。なお、割当日時点において取締役である者については、取締役及び役付執行役

員のいずれの地位をも喪失した場合には、当該地位を喪失した日の翌日から10日を経過するまでの期間に限

り、新株予約権を行使できます。

(変更対象外新株予約権について)

新株予約権者は、2031年10月10日の経過前に当社の取締役、執行役員又は部門長級幹部社員のいずれの地

位(以下、「権利行使資格」という。)を喪失した場合には、本新株予約権を行使できないものとします。但

し、権利行使資格の喪失について、定年退職その他正当な理由があると取締役会が認めた場合には、割り当

てられた新株予約権に、権利行使資格を喪失した日における上記①に基づく行使可能割合又は割当日から権

利行使資格を喪失した日までの日数を対象期間の日数で除した割合のいずれか小さい割合を乗じた数を上限

として、本新株予約権を行使できるものとします。なお、割当日時点において取締役である者については、

取締役及び役付執行役員のいずれの地位をも喪失した場合には、当該地位を喪失した日の翌日から10日を経

過するまでの期間に限り、新株予約権を行使できます。

④　各本新株予約権の一部行使(１個未満の単位の行使)はできないものとします。

⑤　2031年10月10日の経過前に新株予約権者が死亡した場合、その法定相続人に限り本新株予約権の行使がで

きます。ただし、当該法定相続人は、当該新株予約権者が死亡した日の翌日から４ヶ月を経過する日と行使

期間満了日のいずれか早い方の日までの間に限り、本新株予約権の行使ができます。

 

第14回(Ｂ)新株予約権の行使の条件

①　新株予約権者は、当社が2025年８月７日開催の取締役会で承認した中期経営計画(以下、「本中期経営計

画」という。)に定める、2026年３月期から2028年３月期までの３事業年度(以下、「対象期間」という。)

における当社の業績目標に対する達成率に応じて、割り当てられた本新株予約権の数に、(i)対象期間にお

ける連結営業利益の合計額を、本中期経営計画において定める対象期間の連結営業利益の目標値で除して算

出される割合(以下、「連結営業利益達成率」という。)及び(ii)対象期間におけるフリー・キャッシュ・フ

ロー(以下、「FCF」という。)の合計額を、本中期経営計画において定める対象期間のFCFの目標値で除して

算出される割合(以下、「FCF達成率」という。)に、それぞれ50％を乗じた数値を合算した割合(以下、「行

使可能割合」という。) を乗じた数(計算の結果１個未満の端数が生じたときは、その端数を切り捨てるも

のとする。以下同じ。)を上限として、本新株予約権を行使することができます。ただし、連結営業利益達

成率及びFCF達成率がいずれも70％以上であることを要するものとし、連結営業利益達成率及びFCF達成率の

上限はそれぞれ100％とします。

FCFは、EBITDAからCAPEXを差し引き、Changes in Working Capitalを加算した額とします。EBITDA、

CAPEX及びChanges in Working Capitalは、当社の有価証券報告書に記載された連結損益計算書及び連結

キャッシュ・フロー計算書等を参照するものとします。(i)EBITDAは連結損益計算書上の営業利益に連結

キャッシュ・フロー計算書上の減価償却費及びのれん償却額を加算した額をいい、(ii)CAPEXは連結キャッ

シュ・フロー計算書上の有形及び無形固定資産の取得による支出の額をいい、(iii)Changes in Working

Capitalは連結キャッシュ・フロー計算書上の売上債権の増減額(△は増加)、棚卸資産の増減額(△は増加)

及び仕入債務の増減額(△は減少)を合計した金額をいうものとします。EBITDA、CAPEX及びChanges in

Working Capitalの判定に際して、適用される会計基準の変更や当社の業績に多大な影響を及ぼす企業買収

等の事象が発生し、連結損益計算書又は連結キャッシュ・フロー計算書に記載された実績数値で判定を行う

ことが適切ではないと取締役会が判断した場合には、当社は合理的な範囲内で当該企業買収等の影響を排除

し、判定に使用する実績数値の調整を行うことができるものとし、国際財務報告基準の適用、決算期の変更

等により参照すべき項目の概念に重要な変更があった場合には、別途参照すべき指標を取締役会にて定める

ものとします。また、当社が本中期経営計画を変更又は更新する場合で、当社取締役会が必要と判断すると

きには、当社は合理的な範囲内で本新株予約権の行使の条件を変更できるものとします。
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②(変更対象新株予約権について)

上記①にかかわらず、新株予約権者は、当社が本中期経営計画を廃止又は撤回した場合には、割り当てら

れた本新株予約権の数に2025年４月１日から行使日までの日数を対象期間の日数で除した割合(但し、100％

を上限とする。)を乗じた数を上限として本新株予約権を行使することができるものとします。但し、2025

年４月１日から行使日までの日数を対象期間の日数で除した割合が70％以上であることを要するものとしま

す。

(変更対象外新株予約権について)

上記①にかかわらず、新株予約権者は、当社が本中期経営計画を廃止又は撤回した場合には、割り当てら

れた本新株予約権の数に割当日から行使日までの日数を対象期間の日数で除した割合(但し、100％を上限と

する。)を乗じた数を上限として本新株予約権を行使することができるものとします。但し、割当日から行

使日までの日数を対象期間の日数で除した割合が70％以上であることを要するものとします。

③(変更対象新株予約権について)

新株予約権者は、当社の取締役及び執行役員のいずれの地位(以下、「権利行使資格」という。)を喪失し

た日の翌日から10日を経過するまでの期間に限り、2028年３月期終了時における上記①に基づく行使可能割

合又は2025年４月１日以降に当社の取締役又は執行役員のいずれの地位に在籍した日から権利行使資格を喪

失した日までの日数を対象期間の日数で除した割合のいずれか小さい割合を乗じた数を上限として、本新株

予約権を行使できるものとします。

(変更対象外新株予約権について)

新株予約権者は、当社の取締役及び執行役員のいずれの地位(以下、「権利行使資格」という。)を喪失し

た日の翌日から10日を経過するまでの期間に限り、権利行使資格を喪失した日における上記①に基づく行使

可能割合又は割当日から権利行使資格を喪失した日までの日数を対象期間の日数で除した割合のいずれか小

さい割合を乗じた数を上限として、本新株予約権を行使できるものとします。

④　各本新株予約権の一部行使(１個未満の単位の行使)はできないものとします。

⑤　2055年10月10日の経過前に新株予約権者が死亡した場合、その法定相続人に限り本新株予約権の行使がで

きます。ただし、当該法定相続人は、当該新株予約権者が死亡した日の翌日から４ヶ月を経過する日と行使

期間満了日のいずれか早い方の日までの間に限り、本新株予約権の行使ができます。

 
② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

2026年４月１日～
2026年９月30日

― 273,768 ― 19,939 ― 40
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(5) 【大株主の状況】

所有株式数別

  2026年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の
総数に対する
所有株式数の
割合(％)

ジャパン・インダストリアル・ソ
リューションズ第弐号投資事業有限
責任組合

東京都千代田区丸の内２－２－２ 137,776 50.75

トヨタ自動車株式会社 愛知県豊田市トヨタ町１ 15,495 5.70

いすゞ自動車株式会社 神奈川県横浜市西区高島１－２－５ 12,111 4.46

日本マスタートラスト信託銀行株式
会社(信託口)

東京都港区赤坂１－８－１ 7,183 2.64

曙ブレーキ誠和魂従業員持株会 東京都中央区日本橋小網町19－５ 2,988 1.10

林　勇一郎 東京都渋谷区 2,300 0.84

MSCO CUSTOMER SECURITIES
(常任代理人モルガン・スタンレー
ＭＵＦＧ証券株式会社)

1585 BROADWAY NEW YORK, NEW YORK
10036, U.S.A
(東京都千代田区大手町１－９－７)

2,068 0.76

セコム株式会社 東京都渋谷区神宮前１－５－１ 2,000 0.73

伊藤忠丸紅鉄鋼株式会社 東京都中央区八重洲２－２－１ 2,000 0.73

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋１－13－１ 1,725 0.63

計 ― 185,648 68.38
 

(注)１　上記のほか、当社が実質的に所有している自己株式が2,308千株あります。

２　2019年９月に発行したA種種類株式が含まれております。

３　A種種類株式を有する株主は、当社の株主総会における議決権を有しておりません。

４　曙ブレーキ誠和魂従業員持株会は、2026年10月１日に「埼玉県羽生市東５－４－71」に住所変更しておりま

す。

 
所有議決権数別

  2026年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有議決権数
(個)

総株主の議決権数
に対する
所有議決権数
の割合(％)

ジャパン・インダストリアル・ソ
リューションズ第弐号投資事業有限
責任組合

東京都千代田区丸の内２－２－２ 1,377,628 50.77

トヨタ自動車株式会社 愛知県豊田市トヨタ町１ 154,951 5.71

いすゞ自動車株式会社 神奈川県横浜市西区高島１－２－５ 121,111 4.46

日本マスタートラスト信託銀行株式
会社(信託口)

東京都港区赤坂１－８－１ 71,830 2.64

曙ブレーキ誠和魂従業員持株会 東京都中央区日本橋小網町19－５ 29,883 1.10

林　勇一郎 東京都渋谷区 23,000 0.84

MSCO CUSTOMER SECURITIES
(常任代理人モルガン・スタンレー
ＭＵＦＧ証券株式会社)

1585 BROADWAY NEW YORK, NEW YORK
10036, U.S.A
(東京都千代田区大手町１－９－７)

20,686 0.76

セコム株式会社 東京都渋谷区神宮前１－５－１ 20,000 0.73

伊藤忠丸紅鉄鋼株式会社 東京都中央区八重洲２－２－１ 20,000 0.73

野村證券株式会社 東京都中央区日本橋１－13－１ 17,255 0.63

計 ― 1,856,344 68.41
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

   2026年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式
A種種類株式

13,700
－ (注)３

議決権制限株式(自己株式等) － － ―

議決権制限株式(その他) － － ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 － 単元株式数100株

2,308,000

完全議決権株式(その他)
普通株式

2,713,277 同上
271,328,700

単元未満株式
普通株式

－ ―
118,522

発行済株式総数 273,768,922 － ―

総株主の議決権 － 2,713,277 ―
 

(注) １　「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が3,500株(議決権35

個)含まれております。また、株主名簿上は当社名義となっておりますが実質所有していない株式1,000株

(議決権10個)は、株式数の欄には含まれておりますが、議決権の数の欄には含まれておりません。

２　「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式９株が含まれております。

３　A種種類株式の内容は、「(1)株式の総数等　②発行済株式」に記載しております。

　

② 【自己株式等】

  2026年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
曙ブレーキ工業㈱

東京都中央区日本橋室町１丁目13
－７　PMO日本橋室町５Ｆ

2,308,000 － 2,308,000 0.84

計 ― 2,308,000 － 2,308,000 0.84
 

(注)　上記のほか、株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質所有していない株式が1,000株(議決権10個)あり

ます。なお、当該株式数は、上記「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式に含めておりま

す。

 
２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１　中間連結財務諸表の作成方法について

当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 
２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間(2026年４月１日から2026年９月30

日まで)に係る中間連結財務諸表について、太陽有限責任監査法人による期中レビューを受けております。
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１ 【中間連結財務諸表】

(1) 【中間連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 18,093 18,229

  受取手形及び売掛金 29,398 25,789

  商品及び製品 3,835 5,136

  仕掛品 3,076 3,591

  原材料及び貯蔵品 10,429 10,388

  その他 2,616 4,195

  貸倒引当金 △276 △289

  流動資産合計 67,172 67,040

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物 51,856 51,798

    減価償却累計額 △40,151 △40,212

    建物及び構築物（純額） 11,704 11,586

   機械装置及び運搬具 148,252 142,437

    減価償却累計額 △129,548 △126,806

    機械装置及び運搬具（純額） 18,705 15,631

   土地 13,767 13,799

   建設仮勘定 2,284 3,027

   その他 23,552 22,301

    減価償却累計額 △21,704 △20,930

    その他（純額） 1,848 1,371

   有形固定資産合計 48,309 45,415

  無形固定資産 2,314 2,110

  投資その他の資産   

   投資有価証券 91 91

   退職給付に係る資産 8,577 8,656

   繰延税金資産 1,038 928

   その他 1,345 2,781

   投資その他の資産合計 11,052 12,456

  固定資産合計 61,675 59,981

 資産合計 128,847 127,021
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 16,285 15,338

  短期借入金 ※  1,687 ※  2,630

  1年内返済予定の長期借入金 ※  1,493 ※  2,271

  リース債務 347 342

  未払法人税等 676 501

  未払費用 7,494 7,096

  賞与引当金 1,199 1,242

  設備関係支払手形 91 218

  その他 2,978 2,749

  流動負債合計 32,251 32,387

 固定負債   

  長期借入金 ※  31,363 ※  30,161

  リース債務 356 211

  役員退職慰労引当金 9 10

  退職給付に係る負債 3,377 3,449

  繰延税金負債 1,722 2,032

  再評価に係る繰延税金負債 1,665 1,665

  その他 496 62

  固定負債合計 38,988 37,589

 負債合計 71,239 69,976

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 19,939 19,939

  資本剰余金 2,205 2,196

  利益剰余金 19,715 19,854

  自己株式 △1,552 △1,540

  株主資本合計 40,308 40,449

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 19 18

  土地再評価差額金 3,741 3,741

  為替換算調整勘定 5,611 6,838

  退職給付に係る調整累計額 853 780

  その他の包括利益累計額合計 10,224 11,378

 新株予約権 103 182

 非支配株主持分 6,974 5,036

 純資産合計 57,608 57,044

負債純資産合計 128,847 127,021
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(2) 【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

           (単位：百万円)

          前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

売上高 78,942 75,784

売上原価 70,434 66,756

売上総利益 8,509 9,029

販売費及び一般管理費 ※1  6,211 ※1  6,415

営業利益 2,298 2,614

営業外収益   

 受取利息 93 86

 受取配当金 4 7

 為替差益 － 843

 その他 56 116

 営業外収益合計 153 1,052

営業外費用   

 支払利息 900 976

 為替差損 532 －

 製品補償費 26 130

 資金調達費用 27 9

 訴訟関連費用 135 363

 その他 88 273

 営業外費用合計 1,707 1,752

経常利益 744 1,914

特別利益   

 固定資産売却益 24 8

 投資有価証券売却益 0 －

 関係会社出資金売却益 － ※2  349

 受取保険金 － ※3  131

 新株予約権戻入益 － 5

 特別利益合計 24 493

特別損失   

 固定資産除売却損 28 44

 事業構造改善費用 ※4  416 ※4  211

 災害による損失 ※5  181 －

 特別損失合計 626 254

税金等調整前中間純利益 142 2,152

法人税、住民税及び事業税 709 1,086

法人税等調整額 △196 490

法人税等合計 513 1,576

中間純利益又は中間純損失（△） △371 577

非支配株主に帰属する中間純利益 417 438

親会社株主に帰属する中間純利益又は親会社株主に
帰属する中間純損失（△）

△788 138
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【中間連結包括利益計算書】

           (単位：百万円)

          前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

中間純利益又は中間純損失（△） △371 577

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 7 △0

 為替換算調整勘定 △3,404 1,345

 退職給付に係る調整額 91 △66

 その他の包括利益合計 △3,306 1,279

中間包括利益 △3,677 1,856

（内訳）   

 親会社株主に係る中間包括利益 △3,567 1,292

 非支配株主に係る中間包括利益 △110 564
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(3) 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：百万円)

          前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前中間純利益 142 2,152

 減価償却費 3,019 3,143

 貸倒引当金の増減額（△は減少） △33 －

 退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 15 △47

 受取利息及び受取配当金 △98 △93

 支払利息 900 976

 固定資産除売却損益（△は益） 4 36

 投資有価証券売却損益（△は益） △0 －

 売上債権の増減額（△は増加） △2,060 2,216

 棚卸資産の増減額（△は増加） 247 △2,049

 仕入債務の増減額（△は減少） 637 386

 その他 278 △96

 小計 3,052 6,624

 利息及び配当金の受取額 98 93

 利息の支払額 △877 △939

 法人税等の支払額 △1,061 △1,397

 法人税等の還付額 － 8

 保険金の受取額 － 131

 事業再編による支出 △392 △709

 営業活動によるキャッシュ・フロー 820 3,811

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形及び無形固定資産の取得による支出 △2,144 △3,219

 有形及び無形固定資産の売却による収入 22 13

 投資有価証券の取得による支出 △0 △0

 投資有価証券の売却による収入 0 －

 
連結の範囲の変更を伴う関係会社出資金の売却
による支出

－ △345

 その他 78 △17

 投資活動によるキャッシュ・フロー △2,044 △3,568

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 短期借入金の純増減額（△は減少） 1,440 1,007

 長期借入金の返済による支出 － △339

 非支配株主への配当金の支払額 △354 △1,423

 ファイナンス・リース債務の返済による支出 △46 △169

 自己株式の純増減額（△は増加） 0 △0

 財務活動によるキャッシュ・フロー 1,040 △925

現金及び現金同等物に係る換算差額 △891 817

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,075 136

現金及び現金同等物の期首残高 18,303 18,093

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※  17,228 ※  18,229
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【注記事項】

(連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更)

当中間連結会計期間において、広州曙光制動器有限公司の持分の一部譲渡及び同社による第三者割当増資によ

り、同社を連結の範囲から除外し、持分法適用の範囲に含めております。

 
(中間連結貸借対照表関係)

※　財務制限条項

当社及び連結子会社であるPT. Akebono Brake Astra Indonesia(インドネシア)の借入金には、グロスレバ

レッジ比率、デットサービスカバー比率、ギアリング比率、デット・トゥ・EBITDA比率、流動比率、銀行預金残

高、連結純資産、連結営業利益、設備投資金額などに関する財務上の特約が付されております。

なお、2026年９月30日に終了する関連対象期間において、デットサービスカバー比率が基準値を下回りました

が、当社は、当該比率の確定に先立ち、借入先金融機関との間で、当該基準値の未達に伴う債務不履行事由又は

期限の利益喪失事由に係る権利放棄について合意しております。

これらの契約に基づく借入残高は次のとおりであります。

 
前連結会計年度
 (2026年３月31日)

当中間連結会計期間
 (2026年９月30日)

短期借入金 1,687百万円 2,630百万円

1年内返済予定の長期借入金 1,493百万円 2,271百万円

長期借入金  31,363百万円 30,161百万円

計 34,543百万円 35,062百万円
 

 
(中間連結損益計算書関係)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
前中間連結会計期間
(自 2025年４月１日
　　至 2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 2026年４月１日
　　至 2026年９月30日)

給料 2,127百万円 2,137百万円

貸倒引当金繰入額 △27百万円 2百万円

賞与引当金繰入額 214百万円 274百万円

退職給付費用 47百万円 6百万円
 

 
※２　関係会社出資金売却益

前中間連結会計期間(自　2025年４月１日　至　2025年９月30日)

該当事項はありません。

 
当中間連結会計期間(自　2026年４月１日　至　2026年９月30日)

中国の連結子会社であった広州曙光制動器有限公司の持分の一部譲渡及び同社による第三者割当増資に伴い、

同社を連結子会社から持分法適用会社へ変更したことによるものであります。

 
※３　受取保険金

前中間連結会計期間(自　2025年４月１日　至　2025年９月30日)

該当事項はありません。

 
当中間連結会計期間(自　2026年４月１日　至　2026年９月30日)

北米の連結子会社であるAkebono Brake Corporation(米国)のAkebono Brake, Elizabethtown Plant(米国ケン

タッキー州)において、2025年６月４日に発生した火災に係る受取保険金であります。
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※４　事業構造改善費用

前中間連結会計期間(自　2025年４月１日　至　2025年９月30日)

主な内訳は、北米におけるAkebono Brake Corporation(米国)の１工場化に係る費用416百万円であります。

 
当中間連結会計期間(自　2026年４月１日　至　2026年９月30日)

主な内訳は、北米におけるAkebono Brake Corporation(米国)の１工場化に係る費用211百万円であります。

 
※５　災害による損失

前中間連結会計期間(自　2025年４月１日　至　2025年９月30日)

北米の連結子会社であるAkebono Brake Corporation(米国)のAkebono Brake, Elizabethtown Plant(米国ケン

タッキー州)において、2025年６月４日に発生した火災による損失の一部であります。なお、当社グループでは

係る損害に備えた火災保険を付保しておりますが、保険金の受取総額は確定しておりません。

 
当中間連結会計期間(自　2026年４月１日　至　2026年９月30日)

該当事項はありません。

 
６　当社グループは、「グローバル・ミニマム課税制度に係る法人税等の会計処理及び開示に関する取扱い」(実

務対応報告第46号 2024年３月22日)第７項を適用し、当中間連結会計期間を含む対象会計年度に関する国際最低

課税額に対する法人税等を計上しておりません。

 
(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のとおり

であります。

 
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

現金及び預金勘定 17,228百万円 18,229百万円

現金及び現金同等物 17,228百万円 18,229百万円
 

 
(株主資本等関係)

前中間連結会計期間(自　2025年４月１日　至　2025年９月30日)

該当事項はありません。

 
当中間連結会計期間(自　2026年４月１日　至　2026年９月30日)

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前中間連結会計期間(自　2025年４月１日　至　2025年９月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       (単位：百万円)

 

報告セグメント

合計
調整額
(注)１

中間連結
損益計算書
計上額
(注)２日本 北米 欧州 中国 タイ

インド
ネシア

売上高          

外部顧客への
売上高

28,886 25,649 4,192 5,209 3,298 11,707 78,942 － 78,942

セグメント間の
内部売上高又は
振替高

2,761 363 233 634 258 115 4,365 △4,365 －

計 31,647 26,013 4,425 5,843 3,556 11,823 83,307 △4,365 78,942

セグメント利益
又は損失(△)

1,801 △1,387 △7 522 401 919 2,248 49 2,298
 

(注) １　セグメント利益又は損失(△)の調整額は、セグメント間取引消去であります。

２　セグメント利益又は損失(△)は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 
当中間連結会計期間(自　2026年４月１日　至　2026年９月30日)

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       (単位：百万円)

 

報告セグメント

合計
調整額
(注)１

中間連結
損益計算書
計上額
(注)２日本 北米 欧州 中国 タイ

インド
ネシア

売上高          

外部顧客への
売上高

29,310 20,311 4,030 5,010 3,801 13,321 75,784 － 75,784

セグメント間の
内部売上高又は
振替高

2,064 221 788 547 376 162 4,157 △4,157 －

計 31,374 20,532 4,817 5,558 4,177 13,483 79,942 △4,157 75,784

セグメント利益
又は損失(△)

188 △58 372 308 572 1,127 2,509 105 2,614
 

(注) １　セグメント利益又は損失(△)の調整額は、セグメント間取引消去であります。

２　セグメント利益又は損失(△)は、中間連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

EDINET提出書類

曙ブレーキ工業株式会社(E02161)

半期報告書

29/34



 

(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

前中間連結会計期間(自　2025年４月１日　至　2025年９月30日)

      (単位：百万円)

 

報告セグメント

合計

日本 北米 欧州 中国 タイ
インド
ネシア

自動車・自動二輪車向け 23,586 25,649 4,192 5,209 3,298 11,707 73,642

産業機械・鉄道車両向け 4,916 － － － － － 4,916

その他 384 － － － － － 384

顧客との契約から生じる収益 28,886 25,649 4,192 5,209 3,298 11,707 78,942

外部顧客への売上高 28,886 25,649 4,192 5,209 3,298 11,707 78,942
 

 
当中間連結会計期間(自　2026年４月１日　至　2026年９月30日)

      (単位：百万円)

 

報告セグメント

合計

日本 北米 欧州 中国 タイ
インド
ネシア

自動車・自動二輪車向け 23,347 20,311 4,030 5,010 3,801 13,321 69,821

産業機械・鉄道車両向け 5,642 － － － － － 5,642

その他 321 － － － － － 321

顧客との契約から生じる収益 29,310 20,311 4,030 5,010 3,801 13,321 75,784

外部顧客への売上高 29,310 20,311 4,030 5,010 3,801 13,321 75,784
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(１株当たり情報)

１株当たり中間純利益又は１株当たり中間純損失及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり中間純利益及び算

定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
至　2026年９月30日)

(1) １株当たり中間純利益又は
　　１株当たり中間純損失(△)

△２円90銭 ０円51銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益又は
親会社株主に帰属する中間純損失(△)(百万円)

△788 138

普通株主に帰属しない金額(百万円) － －

（うち優先配当額(百万円)） (－) (－)

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純利益
又は親会社株主に帰属する中間純損失(△)(百万円)

△788 138

普通株式の期中平均株式数(千株) 271,410 271,437

(2) 潜在株式調整後１株当たり中間純利益 － ０円26銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益調整額(百万円) － －

（うち優先配当額(百万円)） (－) (－)

普通株式増加数(千株) 269,381 270,661
 

(注)　前中間連結会計期間の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式は存在するものの１株当た

り中間純損失であるため、記載しておりません。

 
２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書
 

 

 

2026年11月12日
 

 

曙ブレーキ工業株式会社

取締役会　御中
 

 
太陽有限責任監査法人  
東京事務所  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 齋　　藤　　　　　哲   

 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 山　　田　　大　　介   

 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている曙ブレーキ工業

株式会社の2026年４月１日から2027年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2026年４月１日から2026年９

月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算

書、中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、期中連結財務諸表に係る我が国において

一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、曙ブレーキ工業株式会社及び連結子会社の2026年９月30日現

在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示し

ていないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 
監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載

されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用

される規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任

を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 
中間連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

経営者の責任は、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中

間連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財

務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切

であるかどうかを評価し、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づ

いて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
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中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、期中連結財務諸表に係る我が国

において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認め

られないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報

告書において中間連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められてい

る。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業

は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企

業会計の基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間

連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していない

と信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人

の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項

について報告を行う。

監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又

は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 
利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 
以  上

　
 

(注) １．上記の期中レビュー報告書の原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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